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　厚生労働省のホームページの雇用データによると１、
平成 27 年度の雇用の状況は、正規雇用が 3304 万人、
非正規雇用は 1980 万人で、その非正規雇用の内訳は、
パートタイム労働者が 48.5％（961 万人）・アルバイ
トが 20.5％（405 万人）・派遣社員が 6.4％（126 万人）・
契約社員が 14.5％（287 万人）・嘱託が 117 万人（5.9％）・
その他が 4.2％（83 万人）となっている。
　また、その非正規雇用 1980 万人を年齢別に分析し
た厚生労働省のデータによると、15 ～ 24 歳が 11.7％
（231 万人）・25 ～ 34 歳が 14.6％（290 万人）・35 ～
44 歳が 19.8％（393 万人）・45 ～ 54 歳が 19.5％（387
万人）・55 ～ 64 歳が 20.8％（412 万人）・65 歳以上が
13.5％（267 万人）とされている。
　すなわち、非正規雇用の人数が、日本経済活性化の
基礎となる労働人口の 37.5％を占める時代が到来した
のである。
　また、その非正規雇用の賃金は、同厚生労働省のホー
ムページによると、2016 年３月現在のパートタイム
労働者で、時給 1,074 円とされている。
　非正規雇用は、①単身者、②配偶者控除を受けられ
る枠内で就労を希望する者等に区別できるが、本稿で
は、筆者の数年にわたる非正規雇用現場でのフィール
ドワークから、特に深刻な状況にあると考えられる、
学生を除いた、資産もなく給付も受けていない単身者
の事例について考える。
　具体的には、時給 1,000 円程度・月 20 日・１日８
時間就労であれば、最高で月収 16 万円程度となるが、
その中から、家賃・食費・交通費・光熱費・その他諸
経費を支払うと、食費に１日３食で計 1,000 円程度を
出すのが精一杯となり、貯金もできない状況となる。
　本稿は、このような深刻な事例に着目して、非正規
雇用の時給の改善について、最近の非正規雇用改革の
動向を鑑み、あるべきコーポレートガバナンス改革に
ついて述べる。
　以前、筆者も推奨していた、非正規雇用改革に
1982 年にオランダの政労使が合意して雇用環境を改
善したとされる「ワッセナー合意」やオランダ労働法
の「フレキシキュリティ理念」２等を参考にするとい
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１．はじめに
１　厚生労働省のホームページ
　　平成 28年度版　労働経済の分析
　　―誰もが活躍できる社会と労働生産性の向上に向けた課題―
　 　http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/roudou/16/16-1.html2016 年 11月 28日
２　大和田敢太教授は、「オランダの労働法制改革におけるフレキシキュリティ理念と平等原則」『日本労働研究雑誌』No.590　2009 年９月号のなかで、フ
レキシキュリティ理念について、「労働関係の開始においては柔軟性が認められる。しかし、労働契約の形態を問わず、長期化する場合は、労働者の保
障は使用者責任とともに強化されなければならない」と定義されている。
　　フレキシキュリティ理念が示されているとされているオランダの労働法制には、①有期契約から無期契約への転換ができる「柔軟性と保障法」1999 年、
②労働時間の調整が申請できる「労働時間調整法」2000 年、③非正規雇用の保護を目的とした「雇用と保障法」2014 年等がある。
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う政策も論じられてはいるが、オランダ労働法制をそ
のまま日本に導入することは、労働組合のあり方等に
相違があるため、有効ではない。
　筆者は、上述の特に深刻な状況にある非正規雇用現
場の改善には、政府が現場の状況に適応した支援体制
をつくると共に、企業の安定した資金調達を支える
コーポレートガバナンスの強い改革、すなわち、先見
性とリーダーシップのある経営者の下で、今後の短期・
中長期の事業計画等を丁寧に株主・投資家等に説明し、
人材が企業の貴重な資産であり、従業員の待遇改善が
事業効率の改善や企業不祥事の防止にもつながること
等、従業員の中の非正規雇用についての社会的責任ま
で理解してもらえるように「見識ある自己利益の考え
方」３について対話する等、が重要であると考える。
　
○非正規雇用の内訳
厚生労働省のホ－ムページ
　「正規雇用と非正規雇用労働者の推移」2015 年度か
ら筆者作成　
　
　パートタイム労働者　　961 万人　48.5％
　アルバイト　　　　　　405 万人　20.5％
　契約社員　　　　　　　287 万人　14.5％
　派遣社員　　　　　　　126 万人　 6.4％
　嘱託　　　　　　　　　117 万人　 5.9%
　その他　　　　　　　　 83 万人　 4.2％
　
図１　非正規雇用の内訳
○非正規雇用の年齢別割合
厚生労働省のホ－ムページ
　「非正規雇用労働者の推移（年齢別）」2015 年度か
ら筆者作成　
　
　15 才～ 24 才　　　　231 万人　　　11.70％    
　25 才～ 34 才　　　　290 万人　　　14.60％
　35 才～ 44 才　　　　393 万人　　　19.80％    
　45 才～ 54 才　　　　387 万人　　　19.50％
　55 才～ 64 才　　　　412 万人　　　20.80％   
　65 才～　　　　　　 267 万人　　　13.50％
　
図２　非正規雇用の年齢別割合
○パートタイム労働者の賃金の推移４
厚生労働省のホ－ムページ
　「平成 28 年度版　労働経済の分析－誰もが活躍でき
る社会と労働生産性の向上に向けた課題－」から筆者
作成　
　2012 年　1,027 円
　2013 年　1,038 円
　2014 年　1,054 円
　2015 年　1,069 円
　2016 年　1,074 円
３　「見識ある自己利益の考え方」の定義
企業は、教育・環境等が充実した安定した社会の下でこそ、最大の利益があげられるのであり、健全で活力のある社会をつくるために、企業が社会的責
任を遂行することは、間接的に企業利益につながる、というものである。
４　厚生労働省のホームページ
　　平成 28年度版　労働経済の分析
　　―誰もが活躍できる社会と労働生産性の向上に向けた課題―
　　http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/roudou/16/16-1.html2016 年 11月 28日
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　これらの非正規雇用の現場において、筆者の数年に
わたるフィールドワークから、具体的に、特に深刻と
思われる「派遣労働者Ａ」の事例について、次に述べる。
　
○「派遣労働者A」の事例
　単身者で、時給は1,000円程度。フルタイムの勤務（月
～金曜日の月 20 日、１日８時間の勤務で、資産はなく、
毎月の家賃を支払わなければならない。給付も受けて
おらず、交通費は自己負担の場合。
　この事例であると、月収入が最大で 16 万円程度と
なり、そこから、家賃、交通費、食費、光熱費、その
他諸経費を負担すると、１人１日３食で計 1,000 円程
度の食費を負担するのが精一杯で、貯金もできない状
況となる。
　このような事例で、よりよい条件の仕事を探すため
に自己都合退職をした場合、　現在の制度では、失業
保険の受給資格があっても支給が３ヶ月後となり、自
己都合退職がしにくい状況がある。企業の待遇改善の
促進や、労働者がよりよい労働環境にうつりやすくす
るように、交通費の負担等の環境を整えるためにも、
失業保険の受給は、自己都合退職の場合でも、すぐに
受給できるように改善すべきであると考える。
　また、これらの財源については、公務員制度の改革
を視野にいれること等も検討すべきであると考える。
　さらに、家賃の負担という点からは、「空き家の活
用を検討する政策」等により、安くて安全な住宅を整
備すべきであると考える。
　このような状況下で、経済の活性化を目的とする非
正規雇用の改革として、2014 年に改正されたパート
タイム労働法の「同一労働同一賃金」の考え方を、２
章に示す。
（１）改正パートタイム労働法５における「同一労働
同一賃金」の考え方について
①パートタイム労働法８条の改正について　
　正社員とパートタイム労働者の「均等・均衡待遇の
確保を促進する法改正」として、正社員の待遇との相
違については、職務の内容、人材活用の仕組み、その
他の事情を考慮して不合理と認められるものであって
はならない、とした。
　
②パートタイム労働法９条の改正について
　正社員と同視すべきパートタイム労働者について、
差別的取扱いを禁止しているが、その要件を緩和した。
　職務内容及び人材活用の仕組みが正社員と同じパー
トタイム労働者であることとし、労働契約法 20 条「期
間の定めがあることによる不合理な労働条件の禁止」
に鑑み、無期労働契約要件が削除された。　
　すなわち、改正パートタイム労働法（平成 26 年法
律第 27 号）は、正社員と差別的取扱いを禁止する要
件を「通常の労働者と、職務の内容、人材活用の仕組
みが同一であること」として、「無期労働契約の締結
パートタイム労働法９条の改正
（改正前）
・通常の労働者と、職務の内容、人材活用の仕
組みが同一
・無期労働契約の締結
↓
（改正後）
・通常の労働者と、職務の内容、人材活用の仕
組が同一
図４　「正社員と同視すべきパートタイム労働者」の
要件の改正
５　厚生労働省のホームページ
　　パートタイム労働者の公正な待遇の確保
　　「短時間労働者の待遇の原則」の新設・８条
　　通常者の労働者と差別的取扱いが禁止されるパートタイム労働者の対象範囲の拡大・９条
　　http://part-tanjikan.mhlw.go.jp/parttime/11 月 28日
２．非正規雇用改革の動向
図３　パートタイム労働者の賃金の推移
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の要件」は、労働契約法 20 条「期間の定めがあるこ
とによる不合理な労働条件の禁止」等に鑑み、削除し
た。
　また、厚生労働省では、「同一労働同一賃金の実現
に向けた検討会」が開催され、非正規雇用を比較対象
とした「同一労働同一賃金」のみの議論ではないが、
フランス・ドイツ・イギリスの判例からの検討等も行
われている。その概要は、次のとおりである。６
　フランス・ドイツ・イギリスとも、法令上は、同一
労働の比較対象者の存在を前提に、正当化事由がない
場合の不利益な取扱いを禁止、あるいは同等の権利を
保障しているものの、イギリスを除いて、法の適用に
おいては、同一労働の比較対象者を求めず、争われて
いる待遇差について、個別に違い、正当化事由の有無、
合理性の有無を判断する傾向がある。
　フランスで、その正当化の事由とされるのは、労働
の質、勤続年数の違い、キャリアコースの違い、採用
の必要性等である。
①フランス
　Ponsolle 事件判決（Cassation Sociale.29.Octobre1996,
n°92-43680）　同じ職場で同じ業務に従事している女
性の秘書の間で賃金格差があった事例の判決ではある
が、両者共に無期契約の事例である。この判決以来、
フランスには、「同一労働を行う労働者間の賃金格差
が、客観的かつ正当な、検証可能な理由により正当化
される場合を除き、使用者は、同一の状況に置かれて
いる全ての労働者の報酬の平等を保障しなければなら
ない。」とする原則ができた。
　また、労働法典には、パートタイムは L.3123-10 条、
有期契約は L.1242-15 条、派遣労働は L.1251-18 条１
項等に、「平等原則」が規定されている。
②ドイツ
　「平等取扱原則」により、同一労働の比較対象者を
前提とせずに待遇差の正当性を判断する判例には、学
歴・資格の違い等がある。
　「パートタイム・有期労働契約法」の４条１項・２項、
「労働者派遣法」９条２号等には、「不利益取扱い禁止」
が規定されている。
　この「同一労働同一賃金」の考え方について、筆者は、
非正規雇用現場でのフィールドワークから、民間企業
では、その企業の裁量により、「少しの業務を加える
ことにより、同一労働ではない、として同一賃金の適
用はなし」とすることも可能であり、また、非正規雇
用側からの「同一労働である旨を主張しにくい」こと
から、現場での適用は困難であると考える。
（２）労働者派遣法の改正について
　改正労働者派遣法（平成 27 年法律第 73 号）は、７「派
遣労働事業の健全化、派遣労働者の雇用の安定とキャ
リアアップ、派遣期間規制の見直し、派遣労働者の均
等待遇の強化」を目的とし、平成 27 年９月に施行さ
れた。
　この改正労働者派遣法は、①労働者派遣事業を許可
制とする、②派遣労働者の雇用の安定とキャリアアッ
プの促進（労働者派遣法 30 条・30 条ﾉ２・40 条ﾉ６）
③すべての派遣労働業務の期間を３年に規制する（労
働者派遣法 35 条ﾉ２・40 条ﾉ２）である。
　筆者は、非正規雇用現場におけるフィールドワーク
から、この改正労働者派遣法の「キャリアアップの促
進」について、派遣を検討する労働者の年齢によって
は、いくらキャリアアップとして資格を取得しても、
実務経験がなければ即戦力にならないと見なされ、就
労できない場合が多いが、これは、競合他社と生き残
りをかけて熾烈な争いをしている企業側が、職業訓練
を受け資格を取得しただけで即戦力にならない可能性
が高い者に実務経験を積む場を提供する余裕がない、
としてもやむを得ない、と考える。
　すなわち、「キャリアアップの促進」には、キャリ
アアップの訓練と共に、その実務経験をつめる環境を
セットで用意する必要があると考える。
　また、すべての派遣労働業務の期間規制を３年にす
るという改正については、期間規制の３年という数字
の根拠が乏しく、３年後に派遣社員が業務や人間関係
に馴れた職場を異動しなければならないというリスク
は多大なものであると考える。
６　厚生労働省のホームページ
　　「同一労働同一賃金の実現に向けた検討会」資料
　　http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other-syokuan.htrr2016 年 11月 28日
７　厚生労働省のホームページ
　　平成 27年労働者派遣法改正法の概要
　　http://www.mhlw.go.jp/ﬁ le/06-Seisakujouhour-11650000-Shokugyouanteikyokuhakenyukiroudoutaisakubu/0000098917.pdf2016 年 11月 28日
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　さらに、中高年の派遣労働者が３年の派遣期限後に、
現在の環境以上の職場を得られる可能性は、一般職で
は困難となる場合が多いが、これは、専門の知識を要
しない一般職であれば、企業側としては、雑用までも
依頼がしやすい若年齢の雇用を希望する場合が多いこ
とからも想定できる。
　ゆえに、改正労働者派遣法（平成 27 年法律第 73 号）
における「キャリアアップの促進」と「３年の派遣期
限」については、現場の実情を加味していない法改正
であると考え、派遣会社の中には、株式会社マイナビ
ワークスのように、派遣会社が直接に無期で雇用する
というシステムを考案した事例はあるものの８、今後
も検討が必要であると考える。
　次に、派遣労働契約期間終了の効力を争い、派遣労
働者の雇用状況が不安定であることを明示した判例
で、最高裁判所も控訴を棄却した事例について述べる。
　
○派遣労働者の雇用が不安定であることを明示した判
例で、最高裁判所が控訴を棄却した事例（東京高裁・
平成 18年６月 29日）９
　（被控訴人）人材派遣業者であるマイスタッフから、
（被控訴人）一橋出版に派遣された、（控訴人）派遣労
働者が、被控訴人らが一体である等として、（被控訴人）
一橋出版との間における黙示の雇用契約の成立を主張
し、（被控訴人）派遣先マイスタッフとの派遣労働契
約の派遣期間満了による労働契約関係の終了の効力を
争った。
　すなわち、被控訴人ら各自に対し、被控訴人マイス
タッフとの間の派遣労働契約の存在及び被控訴人一橋
出版との間の労働契約の成立を前提とする労働契約上
の地位の確認を求めるとともに、同契約に基づき、未
払賃金として計 167 万 4,684 円及びこれに対する訴状
送達の日の翌日である平成 15 年 11 月 21 日から支払
済みまで商事法定利率年６分の割合による遅延損害
金、並びに、平成 15 年 11 月以降毎月 25 日限り 35 万
1,093 円及びこれらに対する毎月 26 日から支払済みま
で、商事法定利率年６分の割合による遅延損害金のそ
れぞれ支払いを求めた。
（争点の一部）
・派遣先（被控訴人一橋出版）と派遣労働者（控訴人）
の間の黙示の労働契約の成否
・派遣労働契約終了の有無
（判決）
　控訴人の本件請求を棄却。控訴をいずれも棄却した
原審の判決を維持。
　派遣先との黙示の契約は成立しておらず、派遣労働者
と派遣元事業主との間の派遣労働契約は終了している。
　そこで、このような状況を打破する政府の政策「非
正規雇用から正規雇用への転換」の動向と、「非正規
雇用から正規雇用への転換」に尽力をしている企業に
ついて、３章で述べる。
　平成 28 年６月２日に閣議決定された『日本再興戦
略 2016 －第４次産業革命に向けて』では、「働き方改
革　雇用制度改革」の中で、「正社員転換・待遇改善
実現プラン」（平成 28 年１月 28 日正社員転換・待遇
改善実現本部決定）を踏まえ、非正規雇用労働者の正
社員転換・待遇改善を強力に推進する、とされている。
　
表１　非正規雇用から正規雇用へ転換した人数（2016
年１月～３月）10
年齢 男 女
15 ～ 24 才  ９万人  ９万人
25 ～ 34 才 15 万人 17 万人
35 ～ 54 才 12 万人 20 万人
　 55 才～  ２万人  １万人
計 38 万人 47 万人
３．非正規雇用から正規雇用への
転換の動向
８　「マイナビが無期派遣　事務職向け、新会社設立」『日経産業新聞』2016 年 12月１日
９　最高裁判所に関するホームページ　
　　http://www.courts.go.jp/hanrei/pdf/20080620111723.pdf　2016 年 11月 28日
10　厚生労働省のホームページ
　　平成 28年度版　労働経済の分析
　　―誰もが活躍できる社会と労働生産性の向上に向けた課題―
　　http://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/roudou/16/16-1.html
　　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」から厚生労働省政策担当参事官室が作成
63
トピックス
43
　また、厚生労働省は、一般財団法人日本経済団体連
合会へ「非正規雇用労働者の正社員転換・待遇改善に
向けた取組に対する要請書」を出しており、非正規雇
用労働者の正規雇用転換・待遇改善については、「キャ
リアアップ助成金」の制度等の活用も促進を推奨して
いる。
○キャリアアップ助成金について
　非正規雇用労働者のキャリアアップを促進するた
め、正社員化、人材育成、処遇改善の取組を実施した
事業主に対して助成する制度で、平成 26 年度のキャ
リアアップ助成金を活用して有期契約から正規雇用に
転換した労働者の数は、7,225 人であった。
　厚生労働省のホームページ『2. 正社員転換等に向け
た支援②』（平成 27 年 10 月～ 12 月）では、派遣労働
者を派遣先が正社員化する場合の『キャリアアップ助
成金』が、キャンペーン期間でもあったが、１人あた
り 80 万円の支給であった、とも報告されている。
　その詳細は、次のとおりである。
表２　キャリアアップ助成金のご案内
（　）は中小企業以外の額 11
　有期契約労働者等を正規雇用労働者、多様な正社員
等に転換または直接雇用した場合
　企業は、非正規雇用の正社員化を考えても、その企
業を取りまく利害関係者の理解を得て経営戦略を考え
なければならないため、正社員化が難しい場合が多い。
　このように、具体的に「非正規雇用を正社員化した
場合に、政府が助成する」等の体制があれば、企業も
従業員の正社員化を促進しやすくなる。
　待遇の改善なしに、単に正社員化することがよいわ
けではないが、正社員化により従業員のモチベーショ
ンが高まることで、企業不祥事が減る効果や業務遂行
の効率が改善される効果も考えられるため、今後も充
実させるべきであると考える。
○非正規雇用から正社員化へ尽力していると思われる
企業の事例
　非正規雇用から正社員化への転換は、派遣労働者、
有期契約労働者、パートタイム労働者等に分類できる。
　次の企業は、非上場であり、また、筆者がフィール
ドワークを行なった企業ではないが、非正規雇用の正
社員化に尽力していると思われる事例である。
　
① イケア・ジャパン株式会社の事例
　イケア・ジャパン（千葉県船橋市）の前社長ピータ ・ー
リスト氏は、日本経済新聞（朝刊）2015 年１月 23 日
の記事によると、イケア・ジャパンは、2014 年９月に、
従業員の 70％にあたる約 2,400 人のパートタイム労働
者をフルタイム労働者に切り替えた。
　また、ピーター・リスト氏は、「パートタイム労働
者でもフルタイム労働者と同じ仕事内容・同じポスト
なら、同一労働同一賃金の考え方を適用する。人事制
度をかえてから離職率も下がった。勤務期間が長くな
れば、従業員の知識の水準も上がり、顧客サービスの
向上にもつながると期待している。イケアでは、従業
員が成長すれば、イケアも成長する、という考え方が
ある。」とも述べている。
　この経営者の非上場で従業員を大切にする考え方を
持続可能なものとするためには、先見性とリーダー
シップのある経営者の下に導かれる、「短期・中長期
共に、より収益をあげる、顧客等への社会的責任の遂行
を含めた経営戦略」も同時に重要な鍵となると考える。
② スターバックスコーヒー・ジャパン株式会社の事例
　2014 年４月１日から、約 800 人の契約社員を正社
員化した。
　この正社員化は、日本経済新聞のホームぺージ
① 有期　→　正規　１人あたり 60 万円（45 万円）
② 無期　→　正規　１人あたり 30 万円（22.5 万円）
③ 有期　→　多様な正社員（勤務地・職務限定・短
　 時間正社員）１人あたり 40 万円（30 万円）
④ 無期　→　多様な正社員　１人あたり10万円（7.5
　 万円）
⑤ 多様な正社員　→　正規１人あたり 20 万円（15
　 万円）　
11　厚生労働省のホームページ
　　 キャリアアップ助成金のご案内　（　）は中小企業以外の額
　　 http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html2016 年 11月 28日
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2014 年２月 27 日等によると、2015 年３月期からの出
店拡大に備えたもので、店長を担える人材の育成、あ
るいは店長を補佐する業務を委託できる人材の開発、
即戦力となる契約社員を正社員にすることによって従
業員のモチベーションを高めること等を目的としている。
　３年にわたる社員代表組織との話し合いにより、正
社員に２つの雇用形態（a）全国に転勤がある雇用形
態（b）勤務地限定の雇用形態を設け、また、希望す
る契約社員全員を正社員化することを目指した。
　この契約社員の正社員化について、同社の人事本部
は、「事業は、社員が経営理念を理解した上で質の高
いサービスを提供することで成り立つ。その意味でも、
経営理念が浸透している人材には大きなメリットがあ
る。今後、給与以外でも、従業員の要望に誠実に耳を
傾けて、従業員のモチベーションがあがるように尽力
したい。」等と述べている。
　最後に、筆者は、企業が持続可能な発展をするため
には、企業がコーポレートガバナンスを整備すること
が重要であると考えており、企業が短期・中長期に収
益力をあげることにより、非正規雇用改革も可能にな
ると考えている。
　すなわち、先見性とリーダーシップのある経営者を
選出し、その企業の経営理念に従った経営判断を行い、
かつ、その経営判断の合理性を確認して企業をとりま
く利害関係者に丁寧に説明できる経営組織をつくるこ
とで、企業をとりまく利害関係者からの「信頼」を得
て、安定した資金調達を可能にすること等で、非正規
雇用改革も実現すると考える。
　さらには、非正規雇用の正社員化の実現には、企業
がコーポレートガバナンスを整備するだけでなく、前
述の政府の支援体制「キャリアップ助成金」等の充実
も重要であると考える。
　本稿の執筆の動機は、筆者が非正規雇用現場におけ
るフィールドワークを積み重ねたことにより、以前に
筆者が推進することを考えていた「同一労働同一賃金」
の考え方を多くの企業に適用することが困難である等
を認識したことによる。
　本稿では、特に深刻な状況にあると考えられる単身
者の事例を念頭に考察した。
　すなわち、学生を除いた、資産もなく給付も受けて
いない場合で、時給 1,000 円程度・月 20 日・１日８
時間就労であれば、最大で月収 16 万円程度となるが、
その中から、家賃・食費・交通費・光熱費・その他諸
経費を支払うと、食費に１日３食で計 1,000 円程度を
出すのが精一杯となり、貯金もできない状況となる事
例である。
　この事例については、「交通費の負担等、労働者が
よりよい職場へうつりやすくするために、自己都合退
職の場合であっても、すぐに失業給付が受けられるよ
うにする改革や、家賃の負担という観点から、空き家
の活用を検討して、安くて安全な住宅の整備が重要で
ある」という事項にも言及した。
　さらに、本稿では、非正規雇用から正社員化への政
策の一部を検討し、日本政府によるキャリアップ助成
金の活用により、平成 26 年度は、7,225 人の有期契約
が正社員化した等も考察した。
　待遇の改善なしに、単に正社員化することがよいわ
けではないが、今後も、非正規雇用から正社員化へ雇
用する企業への政府の助成制度を充実させることが必
要であると考える。
　また、企業をとりまく利害関係者の利益のバランス
を考えるとき、顧客への社会的責任の遂行として、適
正な価格と品質の維持、新しい市場の開発等、企業を
めぐる様々な熾烈な競争のなかで、従業員の中の「非
正規雇用の待遇」を優先的に検討することは、現実的
には、かなり困難であるが、コーポレートガバナンス
改革が推進され、企業をとりまく利害関係者との対話
が求められる今日、「従業員への社会的責任の遂行」
を経営理念として明示している企業もあるが、企業が
経営理念に従った経営行動を、合理性・透明性をもっ
て丁寧に説明し、「幅広い世代が柔軟に労働ができる
ことで経済が活性化し、それが企業収益の改善にもつ
ながること」、「従業員の待遇改善は、業務の効率を改
善し企業不祥事の防止にもつながること」といったサ
イクルを理解してもらうことが重要である、と考える。
　すなわち、企業をとりまく利害関係者等との対話に
おいても、人材が企業の貴重な資産であり、非正規雇
用の従業員への社会的責任の遂行までもが理解され
る、という理想のサイクル「見識ある自己利益の考え
方（enlightened self-interest）の実現」を目指すべき
であると考える。
４．おわりに
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